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令和 6 年度 9 月補正予算要望 

 

令和 6 年 8 月 26 日 

中野泰誠 

 

 

貴重な機会をいただきありがとうございます。日頃の活動に加えデジタルを使

い、県民の皆さんの声を集めました。愛媛県政において取り組んでいきたい

内容として選定しましたのでよろしくお願いいたします。 

	
	
激変する環境への対応	
■命を守るために、県民が不安を感じていること 

・松山市の災害対策について、「初動対応・責任の所在の曖昧さ・情報伝達不

足」に関する不安の声を多く聞きます。 

不安払拭のため、今後の災害発生時の即時対応について、20 市町と愛媛県

の防災担当の業務棲み分け、システム構築について県民への周知が必要と

考えます。 

 

・身近な災害対策について 

愛媛県の防災学習車が壊れたままで、年間約 1 万人の学習の機会を損失し

ています。古い車体ということも聞くため、買替えも含め検討を進めて頂けれ

ばと思います。 

また市町対応すべき内容ですが、大雨の際に町内放送が聞こえないため各家

庭に防災無線がほしい、回覧板でもっと情報を回してほしい、町内の自主防災

組織の充実を求める声、など地域、年齢によって様々な意見ではありますが、

災害への備えを訴える声が多くなっています。情報連携しつつ取り組みます。 

 

■酷暑への対応の望む声が特に「女性」から多く上がっています。 

今年の暑さをなんとか凌いだからよいではなく「来年の夏を見据えて」取り組

みができると考えます。 

現在、高校の運動会の実施を 9 月にする中で、子どもたちにできるサポート

は何か、県教育委員会の方々と相談をしていますが、過去の気候で想定して

いたことに現状が追いつかない、という現実があると実感しています。 

例えば、 

暑すぎてブールサイドを炎天下歩くことができない、待機できない 

公園に日中行くことができず、行き場所がない 
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体育館に冷房がなく、凌ぎきれない 

 

100 年以上猛暑日のない、千葉の勝浦市は「涼しさ」が移住観光の一つの武

器となっています。 

来年度の暑さ対策を徹底することで、暑さに対応した愛媛県という打ち出しを

行い、他の地域との差別化が図れると考えるため、まだ暑さの残るこの時期

に打てる手を検討しておくべきだと考えます。 

 

県全体で取り組む暑さ対策 

・生活・観光・教育のそれぞれのシーンで プラス マーケティングを加える 

変化する環境への対応を打ち出すことは、一つの強みになるのではないでし

ょうか。 

 

地域の特徴を活かした産業創出、人材育成について	
徳島県がバッテリーバレー構想を掲げて産業育成を行なっています。 

 

徳島への蓄電池関連産業の集積 

 

【構想実現に向けた KPI】 

製造品出荷額等：1,603 億円（2022 年）→3,000億円（2030 年） 

従業員数      ：4,232 人（2022 年）→5,000 人（2030 年） 
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愛媛県の企業や産業の特徴を活かした切り口で 2点、情報があります。 

 

 

■サーキュラーエコノミー構想 

愛媛日産を中心に、電気自動車のバッテリーを最大限有効活用したいという

意見がありゼロカーボン推進課と協議を行なっています。部品の提供だけで

なく、扱う人材の育成も可能という他の地域にはない特徴があり、地域産業

の一つとして位置付けられれば、一つの強みになるのではないかと考えま

す。	
参考：7 月 2 日発表 
福岡県、EV 充電池を資源循環 トヨタ九州など 17社参画  

 
 
EV 導入、推進による産学官の地域連携を打ち出し、関連産業・企業を誘致し

ていくことが必要。 
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■愛媛県医療情報データ活用構想 

愛媛県の画像診断情報の特異性（愛媛大学を中心に情報が集約）から、デー

タを活かした産業の創出に興味を示す大手企業があり、愛媛大学からの情

報提供があります。ヘルスサイエンスデータを活用した産業集積の構築につ

いて、検討余地が大いにありそうです。 
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いずれも構想段階であり、KPIの設定や実現可能性を早急に練ってまいりま

す。 

 

 

■人口減少対策 

・若年層向け政策について 

TGCのように、若者を対象とした行事やイベントの開催の充実＝移住定住、流

出の縮小につながるのかという検証とともに打っていく必要性を実感します。 

民間主導で若者向け事業を展開できないか検証を行なっています。 

 

・地元に欲しい人材を、地元で獲得する 

建築学を学べる学部が四国で唯一愛媛県に存在せず、建築学科のある松山

工業高校、聖陵高校の卒業生の進路や土木技師の確保にも影響が及んでい

ると聞きます。愛媛大学に建築学コースを設置する動きがあり、この流れを支

援していきたいと考えます。 

松山市がサービス、観光に立脚する、のを継続するために観光に特化した学

部を設置し、生徒〜卒業生を地域のリーダーで育てていく中長期的な取り組み

が必要だと感じます。 

（観光学で検索すると愛媛では「社会共創学部地域資源マネジメント学科」がヒ

ットします） 

https://shinronavi.com/newschool/course_top/1619
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子育て、働き方の支援について 

子育て支援について、本来は国が責任をもって進めるべき性質のものにも関

わらず国が後手を踏み、愛媛県内 20 市町の中でも格差が生まれている。 

遅れている市町の支援および国への予算要求を引き続きお願いしたいです。

例えば幼保無償化への支援の差 

・松前町 ⇨第 2子以降無償化 

・松山市 ⇨3人目以降半額 

 

子育て支援の一環として、幼児向け RS ウィルス感染症の対策を、愛媛県およ

び市町の感染症・予防担当の方々と協議しています。「国の動向を待って」で

はなく、「国の動向に先駆けて」取り組みが前向きなニュースとなるよう取り組

んでいきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 

■観光クルーズ船について三津浜／道後 

観光船が寄港した際に地域を素通りする課題について県・市で課題と捉え対

策を講じようとする一歩目を踏み出しつつあります。その一方で、一時的な観

光客の増加＝瞬間的なオーバーツーリズムと捉え、大型船の寄港を望まない

声があり、小型化しようとする動きがあると聞きます。道後で受けられない部分

はロープウェー、１〜３番町、郊外で引き受けるなど地域全体で取り組む支援

体制の構築が行政に求められる部分だと考えます。 

 

■海外との取り組み 

ベトナム 

ベトナムのビンチャイン県にて連携模索が進行中（チャン・ヴァン・ナム地区党

委員会書記（知事に相当）らが本年 3月愛媛県を視察）。 

今後、コープマート（日本のコープとは別組織、約 130店舗の大型店、800店

舗のネットワーク）のバイヤーを愛媛県に招致する動き、また県の中心部に愛

媛県の物産紹介店舗を設置の動きあり。人材育成や医療連携などの可能性も

あり、引き続き連携を行う。 

	
	
県民市民参加の政治行政システムの構築	
多種多様な意見の中には早速検討したい、正論と自分も感じる意見も多くあ

ります。AIを活用しつつ、行政職員の方と議論を進めていきます。 

 

・現場レベルのデジタル化・業務見直しについて、届出等、未だに紙および公

印が必須の文書があるため推進を求める声あり。 
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■教育立県として 

・小規模校において、県外からの学生の受け入れ環境の整備 

愛媛県立松山北高等学校中島分校における教員宿舎リフォームと他県からの

高校生受け入れ宿舎としての活用を求める声あり。 

 

・県立勉強館 

愛媛県の将来のために学校現場にゆとりを、そのための増員と民間ボランティ

ア等の活用をすすめてはどうか、という意見あり。 

 

・愛媛県県展の美術館使用料を減らし、高校生以下には、無料見学券を配布

するなど、美術の裾野を広げる工夫をお願いしたい、という声あり。 

 

・不登校のこどもへの多角的な支援を希望する声あり。 

フリースクールへの支援増額を求める声が複数ありました。 

・フリースクールを使う人への補助 

・フリースクール自体への補助 

令和４年度に県内のフリースクールに通所した児童生徒は 100名を超え、令

和５年度は 174名と利用者数が急増。174名のうち 154名が出席扱いになっ

ている。 

 

・「移動格差による教育格差」 

愛媛県地域公共交通計画に「南予の高校生の通学 6割が家族の送迎に頼っ

ている問題」に対し危機感を持っている、という意見がありました。 

 

［高校生の通学手段／家族の送迎割合］2017年→2023年 

＜中予通学＞ 

市内）6.0％→23.9％ 地域内）10.2％→33.3％ 地域外）35.0％→27.7％ 

＜東予通学＞ 

市内）10.1％→36.8％ 地域内）25.3％→35.6％ 地域外）27.6％→25.7％ 

＜南予＞ 

市内）22.3％→56.3％ 地域内）40.3％→56.6％ 地域外）37.5％→30.6％ 

	
公共交通の弱体化や不便さから割合が高まっていると考えられる中、高校に

通えない（選べない）地域から人口が流出すると懸念される。 

子どもの通学サポート＝地域の独自の取り組みとして売り出せる一つの要素

でもあり、検討が必要と考えます。 

	
■農業について 
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・中小農家も導入できる農業 DXの推進を求める声あり 

設備投資に多額の費用を要することから、個々の農家で導入するには、敷居

が高くまた、品目ごとにどのようなタイミングで灌水や温度管理をすべきかのデ

ータ提供も必要。社会実装されつつある DX 技術を、個別農家にどのように導

入していくべきか、制度設計が必要と考えます。 

 

農業用計測装置や太陽光発電装置の導入 

通信設備や灌水施設には電気が必要ですが、民家から離れた園地に電気を

引くことが難しいところもあります。近年、小型の太陽光発電装置と、インバー

ター、蓄電池がセットになった製品も開発されており、これらの農業利用を促進

することで、農業の DXが促進されます。 

 

 

 


